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我が国では、パリ協定の目標（世界的な平均気温上昇を産業革命以前に
比べ2℃より十分低く保つと共に、1.5℃に抑える努力を継続する）等を受け、
令和2年10月に「2050年カーボンニュートラル」を宣言しました。

それ以降、「地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律（改正地球温
暖化対策推進法）」が令和3年5月26日に成立、６月には「国・地方脱炭素
実現会議」において、「地域脱炭素ロードマップ」が公表、10月には、「第6次エ
ネルギー基本計画・地球温暖化対策計画」が閣議決定されるなど、脱炭素社
会の実現に向けた動きが加速しています。

改正地球温暖化対策推進法では、2050年カーボンニュートラルを基本理念
に位置付けるとともに、その区域の自然的社会的条件に応じた再エネ利用促進
等の施策に関する事項に加えて、施策の実施に関する目標を定めることやこれ
らの目標の達成に向け、「地域脱炭素化促進事業」を推進する仕組みを創設
し、地域の脱炭素化を促進することが明記されるなど、地域の役割はこれまで
以上に大きくなっています。

本市は、それらに先駆けて、令和2年7月に、2050年までに二酸化炭素排
出実質ゼロ、いわゆる「ゼロカーボンシティ」を目指していくことを表明しました。

また、令和3年5月には、「さいたま市気候非常事態宣言」を発出し、気候が
非常事態にあるという危機感を市民・事業者などのあらゆる主体と共有し、一丸
となって、脱炭素社会に向けた持続可能な都市の実現に取り組んでいます。
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さいたま市ゼロカーボンシティ推進戦略の策定

令和2年7月 さいたま市がゼローカーボンシティを表明

平成27年12月 パリ協定の採択

令和2年10月 国がカーボンニュートラルを表明

平成30年4月 国が第五次環境基本計画で「地域循環共生圏」を提唱

令和3年●月

令和3年5月 「改正地球温暖化対策推進法」の成立

令和3年6月 国が地域脱炭素ロードマップを公表
（内閣官房主催 「国・地方脱炭素実現会議」）
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令和3年5月 さいたま市が気候非常事態宣言を発出

令和3年3月 さいたま市が総合振興計画・地球温暖化対策実行計画
【区域施策編】を改定
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背景

計画の位置付け
その実現に向けて、本市では、令和3年3月に「さいたま市地球温暖化対策

実行計画（区域施策編）」の改定を行い、本市の2050年の目指すべき姿（
温室効果ガス排出実質ゼロ）と2030年の目標及びその達成に向けた施策を
位置付けてきました。

「さいたま市ゼロカーボンシティ推進戦略」では、こうした背景や今後の国際社
会・国・業界の動向などを踏まえ、中⾧期的に脱炭素化を図り、持続可能でレ
ジリエントな地域を実現していくため、⾧期目標として、2050年を見据えた再
生可能エネルギー等の導入に向けたロードマップを明らかにするとともに、実現
に向けて、重点的・優先的に取り組む施策のそれぞれの具体的内容や方法等
について示しています。（今後、国の動向等を踏まえ、必要に応じた検討及び
見直しを実施していきます。）

また、本事業は、環境省「地域再エネ導入戦略策定支援事業（二酸化炭
素排出抑制対策事業費等補助金）」の採択事業として実施しています。

 さいたま市総合振興計画基本計画
 さいたま市総合振興計画基本計画実施計画

2050年までのカーボンニュートラルの実現と地域の脱炭素化の推進

地球温暖化対策推進法

さいたま市ゼロカーボンシティ推進戦略

 第2次さいたま市環境基本計画
 第２次さいたま市地球温暖化対策実行計画【区域施策編】
 第４期さいたま市地球温暖化対策実行計画【事務事業編】
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近年、記録的な猛暑、集中豪雨、大型台風などの自然災害が多発する
など、気候変動による影響は頻発化・激甚化しており、人間社会や自然界に
とって大きな脅威となっています。こうした気候変動の影響は、地球温暖化の
進行とともに更に高まると考えられ、私たちにとって、地球温暖化は、より身近
で深刻な問題となっており、脱炭素社会の実現は国、地域を超えて、あらゆ
る主体が共に取り組むべき喫緊の課題となっています。

また、新型コロナウイルス感染症という新たな危機により、社会情勢や市民
の考え方・ライフスタイルにも変化が起こっており、脱炭素社会の実現に向けて
は、今後の経済停滞からの回復に併せて、温暖化対策をさらに推し進める
「グリーンリカバリー」の視点を取り入れていくことが必要であり、各分野にお
ける課題を統合的・横断的に解決することが求められています。

このような状況のもと、「第2次さいたま市地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）」（以下「実行計画」という。）では、目指すべき将来像（将来
目標）として、2050年の温室効果ガス排出実質ゼロを掲げており、この実
現には、再生可能エネルギー導入の最大化・加速化を図っていくことが重要
です。そのため、国の計画や業界の動向なども踏まえた2050年までのロー
ドマップを策定する必要があります。

同時に、実行計画の重点施策である「ゼロカーボンシティ実現に向けた地
域循環共生圏の構築」に向けた次の① ⑧の施策の具体化も必要です。

1. 現状・課題

市民による再生可能エネルギー利用促進

事業者による再生可能エネルギー利用促進

市役所における再生可能エネルギー等の利用の推進

エネルギーの地産地消の推進

エネルギーセキュリティ確保の促進

生態系に係る対策

廃棄物の循環利用の推進

環境活動の促進
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10.新たなエネルギーの利活用スキーム
各取組別のスキーム（概要、体制、スケジュール、効果）を示しています。

資料編（再生可能エネルギー活用ポテンシャル）
本市において活用できる再生可能エネルギーの種類と量を示しています。

1.現状・課題
ゼロカーボンシティを目指す本市の現状と課題を示しています。

2.基本理念・基本方針・基本的施策
ゼロカーボンシティに向けた基本理念・基本方針と7つの基本的施策を示しています。

3.目標
ゼロカーボンシティ達成の目標を示しています。

4.施策体系
本計画の施策と市の他の計画との関連性を施策体系で示しています。

5.具体的事業・重点事業
本計画における具体的な取組・重点取組を示しています。

6.取組の効果・指標
施策ごとの取組指標や効果試算の考え方を示しています。

7.ロードマップ
ゼロカーボンシティ実現までのロードマップを示しています。

8.将来像
目指すべきゼロカーボンシティの姿をイラストで示しています。

9.本計画の管理
本計画の推進体制と進行管理について示しています。
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2.基本理念・基本方針・基本的施策 3. 目標

2050年 再生可能エネルギー等※の導入量
2017年度比で、約14倍（37,954 TJ）

将来目標を達成するために、再生可能エネルギー
等を最大限導入します。
地域内の再生可能エネルギー等のポテンシャルを
最大限活用した上で、都市間連携等により、更な
る導入拡大を進めます。

再生可能エネルギーの地産地消
再生可能エネルギー等の地産地消により、市有施設の脱炭素化を
先駆的に推進し、このノウハウを市域に普及する。

民間力を活用した再生可能エネルギーの普及拡大
市域への再生可能エネルギーの最大限導入に向け、民間力を活
用する。

脱炭素化とレジリエンス強化の両立
徹底的な省エネと再生可能エネルギーの最大限導入による脱炭素
化と同時に、エネルギーセキュリティの観点から、レジリエンスの強化を
図る（主要な施設や中心街区等）。

資源循環による脱炭素化の推進
資源循環（サーキュラーエコノミー）の取組により脱炭素化を推進
する。

グリーンインフラの活用と保全
緑地や二次的自然（水田や用水路）を減災や二酸化炭素の吸
収源、気象の緩和、環境教育の場であるグリーンインフラとして活
用・保全する。

都市間連携による脱炭素化の推進
東日本の中枢都市にふさわしい、都市間や地域間での連携を進め、
脱炭素化を推進する。

公民学共創に向けたパートナーづくり
産学官民のパートナーシップを醸成する場を設け、エネルギーや資
源の地産地消による経済の好循環に加え、広範な環境課題の解
決を目指す地域循環共生圏の素地を形成する。
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目標1：

０t-CO2

2050年

温室効果ガス排
出量実質ゼロ

2050年 温室効果ガス排出
量実質ゼロ

将来目標は、実行計画を継承し
「2050 年温室効果ガス排出実
質ゼロ」と定めます。
そして、ゼロカーボンシティへの、基
本方針（戦略）を定め、具体的
事業・重点事業をもち、目標達
成を推進していきます。

目標2：

約14倍
(2017年度比)

2050年

再生可能エネル
ギー等の導入
の最大化
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目標3： 地域循環共生圏の構築

2050年のゼロカーボンシティへ向け
た再生可能エネルギー・脱炭素の取
組により、市域の環境・経済・社会が
好循環する「地域循環共生圏の構
築」を目指します。
同時に、この好循環の輪を広げてい
きます。

地域循環共生圏
（ローカル
SDGs）

具
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ゼロカーボンシティ推進によるグリーン成⾧
（環境・経済・社会の好循環）の実現

基本
理念

基
本
的
施
策

基本
方針

地域資源の
最大限の活用

多様な主体との
協働・連携

SDGsの視点に
よる施策推進



総合振興計画

重点戦略

重点戦略1－戦術1
先進技術で豊かな自然と共存する
環境未来都市の創造

重点戦略2－戦術4
環境に配慮したサステナブルで
快適な暮らしの実現

ゼロカーボンシティ推進戦略
【区域施策編】の重点施策「ゼロカーボンシティの実現に向け
た地域循環共生圏の構築」の関連施策

2 持続可能なエネルギー政策の推進

(1)市民による再生可能エネルギー利用促進

(2)事業者による再生可能エネルギー利用促進

(3)市役所における再生可能エネルギー等の
利用の推進

2-1 再生可能エネルギー等の利用拡大

(1)エネルギーの地産地消の推進

(2)エネルギーセキュリティ確保の促進

2-2 自立・分散型エネルギーシステムの構築

4 気候変動への適応

(3)生態系に係る対策

4-1 農業及び自然環境への影響に関する対策
の推進

5 循環型社会の形成

(1)廃棄物の循環利用の推進

5-2 廃棄物の循環利用と適正処理の推進

6 環境教育・環境学習の推進

(3)環境活動の促進

6-1 環境教育・環境保全活動等の推進

基本的施策及び取組名称

●再生可能エネルギー等の導入促進
●市有施設の脱炭素化

1 再生可能エネルギーの地産地消

●デジタル技術を活用した再生可能エネル
ギーの導入

2 民間力を活用した再生可能エネルギー
の普及拡大

●脱炭素型まちづくりの推進

3 脱炭素化とレジリエンス強化の両立

●循環型システムの構築

4 資源循環による脱炭素化の推進

●地域の自然資源等の活用

5 グリーンインフラの活用と保全

●都市間連携の推進

6 都市間連携による脱炭素化の推進

●公民学共創による脱炭素の加速化
●次世代技術の導入・活用
●ESG投資促進

7 公民学共創に向けたパートナー
づくり

総合振興計画のうち、ゼロカーボンシティ推進戦略に
関連付けられる重点戦略・分野別方針

第3部 第2章 環境

第1節 地域から取り組む「脱炭素社会に
向けた持続可能な都市」の実現

第2節 ともに取り組み、参加する
めぐるまち（循環型都市）の創造

第3節 人と自然が共生する緑豊かな美し
い都市の創造

第4節 環境の保全と創造に意欲的に取り
組む都市の実現
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4. 施策体系
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地球温暖化対策実行計画

分野別
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さいたま市の各計画の関係性を示します。
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5.具体的事業・重点事業（1）
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基本的施策に基づき、具体的事業・重点事業を推進します。
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注）重点事業の凡例 ○ 具体的事業のうち、特に重点的に実施するもの ● 重点事業のうち、新たなエネルギー利活用スキームとして、本概要版後段「10. 新たなエネルギー利活用スキーム」に概要を掲載したもの
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基本的施策 取組名称 概要 具体的事業 重点事業

1.再生可能エネル
ギーの地産地消

1)再生可能エネルギー
等の導入促進

住宅及び事業所への太陽光発電等設置に係る導入支援や、民
間のPPA等の活用により、市域における地産地消型の再生可能
エネルギーの導入を促進する。

① 住宅用太陽光発電設備等の導入支援 ○
② 事業所用太陽光発電設備等の導入支援 ○
③ ZEHの導入支援 ○
④ 再生可能エネルギーの共同調達の推進 ○
⑤ 太陽光発電設備の⾧期有効利用の推進 ○
⑥ EMS(BEMS・HEMS・コミュニティEMS等)の導入・促進 ○
⑦ PPA活用等による再エネの導入拡大 ●
⑧ さいたま再エネプロジェクトの推進 ○
⑨ サーマルエネルギーセンターの整備
⑩ 地中熱利用（地中熱ヒートポンプ等）の促進

2)市有施設の脱炭素化 廃棄物発電の地産地消（自己託送等）とPPA活用等による再
生可能エネルギーの導入により、市有施設の脱炭素化を進める。
また、この脱炭素の取組を（サーマルエネルギーセンター等での）
環境教育の教材とし、地産地消の重要性を市民に普及啓発する。

① 公共施設への再生可能エネルギー設備等の導入 ○
② 公共施設新設時のZEBの導入 ○
③ エネルギーの地産地消の推進

（公共施設群における廃棄物発電の活用） ●

⑤ ゼロカーボンドライブ（再エネ×EV等）の推進 ●
⑥ 全市立学校の太陽光発電設備及び蓄電池の導入・活用
⑦ 再生可能エネルギー等の導入促進
⑧ 廃棄物焼却施設等の⾧寿命化・省CO2化
⑨ 衛生センターの⾧寿命化・省CO2化
⑩ 公用車の電動化・利用最適化の推進

2.民間力を活用した
再生可能エネル
ギーの普及拡大

1)デジタル技術を活用し
た再生可能エネルギー
の導入

デジタル技術を活用した再生可能エネルギーの導入に向け、次世
代型スマートメーターの普及を民間事業者との連係により推進する。
これにより、電力系統で受け入れ可能な再エネ率が向上し、市民
や事業者に負担をかけずに再エネ率が向上する。

① DER(分散型電源)活用機会創出及び価値向上 ○
② デジタル技術を活用したまちづくりの推進 ●
③ マイクログリッド・VPP事業等

3.脱炭素化とレジリエ
ンス強化の両立

1)脱炭素型まちづくりの
推進（スマートシティ
連携）

脱炭素型まちづくりの推進として、大宮駅周辺の街区間の熱電融
通により脱炭素と同時に、高いレジリエンスを実現する。次世代の
公共施設は、災害時の電源として太陽光発電・蓄電池を活用で
き、避難所として機能する。

① データ利活用型スマートシティの構築
（スマートシティさいたまモデルの推進） ○

② スマートシティに向けたモビリティサービスの充実 ○
③ 大宮駅グランドセントラルステーション化構想の推進 ○

2)徹底的な省エネと再
生可能エネルギーの最
大限の導入

徹底的な省エネと再生可能エネルギーの最大限の導入に向け、
環境負荷低減計画制度の推進により、市内の大規模事業所に
おける一層の省エネ及び再エネ導入を促進する。さらに、SDGs認
証制度の推進により、環境・経済・社会を意識した市内企業を認
証・支援し、脱炭素と合わせた好循環を図る

① 省エネ機器（コジェネ等）の普及促進と価値の創出
② 環境負荷低減計画制度の推進

（目標設定型排出量取引制度）
③ SDGs認証制度の推進



5.具体的事業・重点事業（2）
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具
体
的
事
業
・
重
点
事
業

基本的施策 取組名称 概要 具体的事業 取組分類

4.資源循環による脱
炭素化の推進

1)循環型システムの構築 フードロス対策やボトルtoボトルといったリサイクルの増進により廃
棄物処分量及び温室効果ガスを削減する。

① 食品ロス削減・プラスチックごみ削減等の推進 ○
② フードシェア・マイレージ事業 ○
③ プラスチックの資源循環に向けた協働 ○
④ リユース蓄電池の調達・再利用の推進 ○
⑤ 太陽光発電パネルの適正処理の推進

5.グリーンインフラの活
用と保全

1)地域の自然資源等の
活用

広域緑地である見沼田圃等を始めとする地域の自然資源をグ
リーンインフラとして適切に保全・活用する。また、ソーラーシェアリ
ングにより、農地の有効活用を図りつつ、再生可能エネルギーを
導入する。

① 見沼田圃の保全と新たな活用・創造の推進 ○
② ソーラーシェアリング（農地での太陽光利用）の普及拡大 ●
③ 生物多様性の保全の推進
④ 水と緑のエコロジカル・ネットワークの形成
⑤ 指定緑地等の保全・整備

6.都市間連携による
脱炭素化の推進

1)都市間連携の推進 他都市の地域新電力やバイオガス発電事業者との連携により、
地産地消で賄えない再生可能エネルギーを市域外から導入す
る。

① 都市間連携による再エネの利活用等を通じた地域循環共
生圏の実現 ●

② 森林の吸収源を活用したカーボンオフセットの活用
③ 環境・森林学習等の機会創出

7.公民学共創に向け
たパートナーづくり

1)公民学共創による脱
炭素の加速化

地域主導の再エネ導入事業により、資源や資金の地域内循
環を目指すには、公民学の相互協力が不可欠である。このた
めの合意形成の場を設ける。

① 産学官金連携による地域活性化拠点創出 ○
② 公民ネットワークを活用した環境教育活動の推進 ○
③ 産学官連携によるSDGs教室の推進 ○
④ 地球温暖化対策地域協議会活動の推進
⑤ 情報発信・環境教育拠点の整備

2)次世代技術の導入・
活用

公民学連携による、CCUSや再エネ由来の水素導入の実証
事業により、脱炭素技術開発等の次世代技術の導入・活用
を図る。

① カーボンリサイクル技術の活用 ○
② カーボンニュートラルガス（メタネーション等）の普及拡大
③ 再エネ由来の水素の普及拡大 ○

3) ESG投資の促進 市の施策と金融機関等の連携により、ESG投資による脱炭
素化を促進する。

① ESG投資促進に向けた連携

計
画
の
位
置
付
け

及
び
背
景

計
画
の
構
成

及
び
現
状
・
課
題

取
組
の
効
果
・

指
標

施
策
体
系

注）取組分類の凡例 ○ 具体的事業のうち、特に重点的に実施するもの ● 具体的事業のうち、新たなエネルギー利活用スキームに該当するもの

基
本
理
念
・
方
針
・

施
策
及
び
目
標



6.取組の効果・指標
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注）市域のCO2削減量・再生可能エネルギー導入量は、「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」で、毎年度の結果をフォローアップしていきます。
また、現時点で定量化が難しい効果についても、進捗管理上重要と思われるものは、今後、指標化に向けて検討していきます。

計
画
の
位
置
付
け

及
び
背
景

計
画
の
構
成

及
び
現
状
・
課
題

具
体
的
事
業
・

重
点
事
業

取
組
の
効
果
・
指
標

基本的施策 取組の効果・指標
（【】内は指標（案）） SDGsとの関連性

1.再生可能エネルギーの地産地消 ・市域の【再エネ導入量】の増加
・分散型電源の増加によるレジリエンス強化
・市有施設における【再エネ導入量】の増加、【電力消費に伴うCO2排出量】の削減
・市有施設の買電料金低減によるコスト削減
・分散型電源の増加によるレジリエンス強化
・市民への普及啓発

2.民間力を活用した再生可能エネルギーの
普及拡大

・次世代スマートメーターの導入に伴う再エネ導入可能量の増加
・地域のエネルギー消費量の見える化、環境価値の見える化
・新たな市民サービスへの展開

3.脱炭素化とレジリエンス強化の両立 ・大宮GCSプラン推進による再エネ導入量の増加
・災害時・停電時のレジリエンス強化
・脱炭素先導モデルの市内展開（浦和美園等）
・環境負荷低減計画制度対象事業者の【CO2排出量】の削減

4.資源循環による脱炭素化の推進 ・【市民１人１日あたりの家庭系ごみ排出量】【廃棄物部門のCO2排出量】の削減
・廃棄物量の削減に伴う廃棄物処理コスト削減
・フードバンクを活用した食糧支援
・プラスチック等の削減

5.グリーンインフラの活用と保全 ・適切な水田整備による温室効果ガス排出量の削減
・ソーラーシェアリングの普及拡大による再エネ導入量の増加
・生物多様性保全
・耕作放棄地等の有効活用
・ソーラーシェアリング導入による農家の収益性の向上、レジリエンス強化
・保全活動や環境教育の増加

6.都市間連携による脱炭素化の推進 ・都市間連携による【再エネ導入量】の増加
・バイオガス発電等による地域資源の有効活用
・広域連携の推進

7.公民学共創に向けたパートナーづくり ・産業、業務部門の【再エネ導入量】の増加
・企業誘致や事業創出による地域活性化
・CCUSの二酸化炭素の固定・利用に向けた実証
・次世代技術の推進による産業振興
・ESG投資による民間企業の脱炭素化の推進
・市の施策と連携したESG投資の増加

施
策
体
系

取組の効果・指標とSDGsの関連性を示します。

基
本
理
念
・
方
針
・

施
策
及
び
目
標



7. ロードマップ
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計
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費
量

TJ

2017 2020 2030

CO2排出量（対策ケース＆再エネ等）

再エネ・CN燃料導入等により
賄える排出量の分

2013年度CO2排出量ベースライン

凡例

最終エネルギー消費量（対策
ケース＋再エネ等の導入）

CO2削減量 -47%★ CO2削減量 -100%
(2%オフセット
分を含む)

1)全体像
2050年のゼロカーボンシティの実現に向けたロードマップを示します。

2013年度CO2排出量ベースライン

37,954TJ

9

再生可能エネルギー
の地産地消

民間力を活用した再生可能
エネルギーの普及拡大

脱炭素化とレジリエンス
強化の両立

資源循環による脱炭素化
の推進

グリーンインフラの活用と保全

都市間連携による脱炭素化
の推進

産学官民連携による共創
パートナーづくり

1

2

3

4

5

6

大幅なエネルギー
消費量の削減

公共施設のゼロカー
ボン化の実現

地域内での再エネ導
入拡大・最大化

ゼロカーボン
シティの実現

●住宅用太陽光発電設備等の導入支援、事業所用太陽光発電設備等の導入支援、太陽光発電設備の⾧期有効利用の推進

●デジタル技術を活用したまちづくりの推進
●DER（分散型電源）活用機会創出及び価値向上

●データ利活用型スマートシティの構築（スマートシティさいたまモデルの推進）、スマートシティに向けたモビリティサービスの充実

●食品ロス削減・プラスチックごみ削減等の推進、フードシェア・マイレージ事業

●見沼田圃の保全と新たな活用・創造の推進
●ソーラーシェアリング（農地での太陽光利用）の普及拡大

●都市間連携による再エネの利活用等を通じた地域循環共生圏の実現

●PPA活用等による再エネの導入拡大、ゼロカーボンドライブ（再エネ×EV等）の推進

●EMS(BEMS・HEMS・コミュニティEMS等)の導入・促進、ZEB・ZEHの導入支援、

●エネルギーの地産地消の推進（公共施設群における廃棄物発電の活用）
●公共施設への再生可能エネルギー設備等の導入、再生可能エネルギーの共同調達の推進

大宮駅グランドセントラルステーション化構想の推進

●プラスチックの資源循環に向けた協働、リユース蓄電池の調達・再利用の推進

●産学官金連携による地域活性化拠点創出、●カーボンリサイクル技術の活用
●再エネ由来の水素の普及拡大

※ ●太文字は、「新たなエネルギー利活用スキーム」を示す。

基本的施策

7

2050

★国の削減目標と整合
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7. ロードマップ

2)エネルギー起源CO2排出量・最終エネルギー消費量
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(2%オフセット
分を含む)

2013年度ベースライン

★国の削減目標と整合
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1）再生可能エネルギー電気
① 太陽光発電 :市域の屋根面積、農地面積を最大限活用する。
② 廃棄物発電 :市域で100％の地産地消を進める。
③ バイオガス発電 :市域の生ごみを最大限利用する。
④ 地域外連携 :市域の地産地消で不足する再エネ電気を、

地域外から供給を受ける。

2)カーボンニュートラル燃料
① CNガス: レジリエンスの観点から既存ガスインフラを有効活用しつつ、

都市ガスやLNGを、水素等のCNガスに変更する。
② CN燃料:石油由来の燃料からバイオマス由来の燃料等に変更する。

3)再生可能エネルギー熱
① 太陽熱 :市域の屋根面積を最大限活用する。
② 廃棄物熱利用:廃棄物発電と同様に、市域での最大限の活用による地

産地消を進める。
③ 地中熱利用 :市域のポテンシャルをヒートポンプ技術を用いた熱回収で

最大限活用する。

4)その他
① カーボンオフセット:2050年に排出されるCO2は排出量取引等で相殺する。
② グリーンインフラ :市域の緑地や農地を保全し、吸収源のみならず、気象

の緩和、減災や環境教育の場として有効活用し、再生
可能エネルギーの導入を市民に浸透・加速させる。

再生可能エネルギー等の市域での導入について

7. ロードマップ
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地域外の再エネ電気調達

再エネ電気（地域内調達）

凡例

3) 再生可能エネルギー等の導入

50,000
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10,000

70,000

CN燃料・ガス

再エネ熱（地域内調達）

※ 再生可能エネルギー等 実行計
画に準じ、未利用エネルギーである
廃棄物発電・熱利用を含みます。
なお、ガスは天然ガスから水素やメ
タネーションによるカーボンニュートラ
ルガスへ、燃料油は石油由来燃料
からバイオマス由来の燃料等への切
り替えを推進します。

77,292TJ

37,954TJ

2017年比
約14倍
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将
来
像

8. 将来像 地域循環共生型ゼロカーボンシティ さいたま

各
取
組
の
ス
キ
ー
ム

資
料
編

将
来
像

本
計
画
の
管
理

資
料
編

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

将
来
像

各
取
組
の
ス
キ
ー
ム

DX:
データの活用

レジリエンス：
防災力の強化

• 緊急時の電力供給
• 停電後の回復戦略向上

VPP・DER

• 災害時、一つの街区
のエネルギーライフライ
ンが断たれている場合、
他の街区から融通。

Maas
• オンデマンドバス
• 公共WiFiスポット
• EV蓄電池活用
• ZEHモニタリング・操作

• 停電時の自己供給

• カーシェアリング
• 自家用車レンタカー

スマートシティ

• 分散型電源
• 電力需要
モニタリング・反応

DX: Digital Transformation, GX: Green Transformation

GX：
再エネ化・電化・CCU

公共発電電力
を公共施設へ

2

3 中学校太陽
光発電でVPP
の設定

4 東北地方へ公
共施設群の脱
炭素化の普及

1 さいたま
市役所の
ZEB化

公共施設

公共施設群の脱炭素化

公共発電（再エネ）

再エネ発電

食品ロス削減

蓄電池の活用

AI・IoT等

水素自動車

電気自動車

バーチャルパワープラント

ネットゼロエネルギービル

ネットゼロエネルギーハウス

CO2有効利用

図書館

中学校

大学

大宮駅周辺

市役所

さいたま市サーマル
エネルギーセンター

新東楽園

見沼たんぼ

メタン製造所
温室農業

CO2吸収

学官連携

リユース蓄電池

PETボトル
リサイクル

地域外から
再エネ供給

ソーラー
シェアリング

関連施策・事業

1

2

3

4

5

6

7

再生可能エネルギーの
地産地消

民間力を活用した再生可能
エネルギーの普及拡大

脱炭素化とレジリエンス
強化の両立

資源循環による脱炭素化
の推進

グリーンインフラの活用と保全

都市間連携による脱炭素化
の推進

公民学共創に向けたパー
トナーづくり

• 住宅用太陽光発電設備
• 事業所用太陽光発電設備
• ZEB・ZEHの導入
• 公共施設への再生可能エネルギー

設備等の導入
• エネルギーの地産地消

（廃棄物発電の活用）
• ゼロカーボンドライブ

（再エネ×EV等）

• DER（分散型電源）

• データ利活用型スマートシティ
• モビリティサービス大宮駅グラン

ドセントラルステーション化

• 食品ロス削減・プラスチックごみ削減
• プラスチックの資源循環
• リユース蓄電池の再利用

• 見沼田圃の保全等
• ソーラーシェアリング

• 都市間連携による再エネ等の導入

• 産学官金連携による地域活性化
• カーボンリサイクル技術の活用
• 再エネ由来の水素の普及拡大

具体的事業及びこれらのマルチベネフィット（相互作用や派生する技術）により実現を目指す将来像を示します。

先行モデル地区
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9. 本計画の管理

市の環境施策・事業の取組状況を公表
年次報告書（さいたま市環境白書）

推進体制 進行管理

ゼロカーボンシティ推進戦略

L A N（計画）
区域施策編の策定（計画期間 2021 2030年度）

P

H E C K（評価）
取組の進捗状況や結果を評価し、計画全体を総括

C

C T I O N（行動）
評価結果に基づき、計画の中間見直しを実施

A

O（実行）
市・市民・事業者等が一体となって施策・重点事業を実行

D公民学共創により、ゼロカーボンシティ実現に向けた意見集約（提案・協議）、事
業検討、具体化の協議・助言・指導を行います。

さいたま市 環境審議会

意見・提言 報告・諮問

さいたま市ゼロカーボン共創推進プラットフォーム
注）詳細は次ページ

さいたま市環境創造政策課（事務局）

学識 国 企業 金融

個別プロジェクトの推進（毎年）

計画の着実かつ効果的な推進に向けた推進体制と進行管理を示します。

・PDCAサイクルにしたがって計画の中間見直し・改定を実施
・個別プロジェクトはOODAサイクルに従って継続的な改善を実施

R3
(2021)

R4 
(2022)

R7
(2025)

R7
(2025)

Orient 方向性の確認

政治・環境・経済・社会の状況に
応じて取組・重点事業の方向性を
見直し

Observe 観察

実行中のプロジェクトを「6.取組の
効果・指標」に従って評価

Decide 意思決定
見定めた方向性に従って、取組・
重点事業の内容を見直し

資
料
編

将
来
像

将
来
像

資
料
編

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

本
計
画
の
管
理

各
取
組
の
ス
キ
ー
ム

Action 行動
各主体が一体となって施策・重点
事業を実行

さいたま市地球温暖化対策地域協議会会員を始めとする企業等と連携し、それぞ
れの企業が持つ技術・ノウハウを最大限活用し、技術的内容や新たな価値を創出
に向けた検討を行います。

技術的検討・支援

エネルギー会社 等

エネルギー地産地消スキームの検討

脱炭素化促進モデルの検討

次世代技術活用の検討

様々なステークホルダーとの連携により、各プロジェクトの企画立案、実証、将来的な
実装に繋げるための取組を推進します。

個別プロジェクトの推進


